
（平成２４年１０月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 21 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 20 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 5029 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年５月から 52 年 12 月までの期間の国民年金保険料及

び 60 年１月から同年３月までの期間の付加保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年５月から 52 年 12 月まで 

② 昭和 60 年１月から同年３月まで 

私は昭和 55 年の春頃に会社を退職した際に、その２年前からの国民

年金保険料をすぐに納付した。その際に、Ａ区役所で 20 歳まで遡って

まとめて納めることが可能で、保険料が 15 万円くらいと聞いたので、

高いなと思ったことを覚えている。その後すぐに保険料を納めに行き、

保険料は納付済みになっているものとばかり思っていた。 

また、昭和 60 年１月から同年３月分までの期間の保険料は、付加保

険料も含めて納付しているにもかかわらず、付加保険料については納付

されていない記録となっていることもおかしい。 

昭和 50 年５月から 52 年 12 月までの保険料が未納となっていること、

60 年１月から同年３月までの付加保険料が未納となっていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、昭和 55 年頃、Ａ区役所で国民年金

の加入手続を行った際に、同区役所窓口の年金係から 20 歳時まで遡っ

て国民年金保険料を納付できる制度があるので利用するように強く勧

められ、教示された 15 万円くらいの保険料を一括で納付したと申し立

てている。 

これについて、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後

の被保険者の資格取得時期から、申立人の申述どおり昭和 55 年３月頃

に払い出されたと推認され、当該時期は第３回特例納付実施期間（昭和



                      

  

53 年７月１日から 55 年６月 30 日まで）であり、申立人は強制加入被

保険者であったことから、申立期間①の保険料を特例納付することが可

能である。 

    また、Ａ区役所では、第３回特例納付実施期間当時、国民年金課窓口

で特例納付の説明を行い、広報紙「Ａ区ニュース」でも数回にわたり

特例納付の勧奨を行い、過年度及び特例納付書を窓口でも交付してい

たとしており、自分の口座からお金を下ろし納付したとする保険料総

額（15 万円くらい）は、申立期間の保険料を特例納付した場合の金額

とおおむね一致していることから、申立人の申述に不自然さは見られ

ない。 

    さらに、申立人は、その申述どおり、加入手続時点で納付可能だった

昭和 53 年１月及び同年２月の保険料を過年度納付していることが確認

できる上、申立期間①を除き未納は無く、任意加入期間中には付加保

険料の納付も行っていることを踏まえると、申立人の納付意識は高か

ったと考えられる。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は付加保険料を未納とした記憶は無いと

しているところ、申立期間②前後の期間は付加保険料を含む保険料を

納付しており、申立人が３か月と短期間である申立期間②の付加保険

料を納付できなかった特段の事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 50 年５

月から 52 年 12 月までの期間の国民年金保険料及び 60 年１月から同年

３月までの期間の付加保険料については、納付していたものと認められ

る。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7120 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人のＥ株式会社（現在は、株式会社Ｆ）Ｇ

支店における資格取得日は昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日は 21 年４月

１日であると認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者

資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、70 円とすることが妥当で

ある。 

申立期間②について、申立人は、厚生年金保険被保険者であったことが

認められることから、Ｅ株式会社本店における申立人の被保険者記録のう

ち、当該期間に係る資格喪失日（昭和 24 年９月 19 日）及び資格取得日

（昭和 25 年 11 月１日）を取り消し、当該期間の標準報酬月額に係る記録

を 8,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 大正３年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 19 年 10 月１日から 21 年４月１日まで 

             ② 昭和 24 年９月 19 日から 25 年 11 月１日まで 

    Ｅ株式会社発行の昭和 28 年 10 月 20 日付けの 10 年勤続表彰状（以下

「表彰状」という。）によると、18 年７月から継続して同社に勤務し

ていたが、厚生年金保険の記録は 21 年５月 15 日からとなっている。 

また、申立期間②においても、Ｅ株式会社に在籍していた。申立期間

①及び②が厚生年金保険の被保険者期間となっていないので、調査をし

て年金記録を訂正してほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保

険者記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人に係る10年勤続表彰状(昭和28年10月20

日付け)から、申立人が当該期間において、Ｅ株式会社に継続して勤務

していたことが認められる。 



                      

  

  また、Ｅ株式会社Ｇ支店に係る労働者年金保険被保険者名簿及び厚生

年金保険被保険者台帳（旧台帳）から、資格取得日が昭和19年５月１日

(旧台帳においては、同年６月１日)、資格喪失日が21年４月１日と記載

されている申立人と同一氏名、同一生年月日である者の基礎年金番号に

未統合の被保険者記録が確認できる。 

  さらに、オンライン記録から、申立人と同一氏名、同一生年月日であ

り漢字氏名「Ｈ」及びカタカナ氏名「Ｈ」について確認したところ、申

立人以外に同姓同名の者が見当たらないことを踏まえると、当該未統合

となっている被保険者記録は申立人の厚生年金保険被保険者記録である

と認められる。 

  なお、昭和19年６月１日から同年10月１日までの期間については、厚

生年金保険制度発足前の準備期間であることから、厚生年金保険被保険

者としては保険料の徴収は行われておらず、年金の計算の基礎とならな

い期間となる。 

  これらを総合的に判断すると、申立人のＥ株式会社Ｇ支店における資

格取得日は昭和19年10月１日、資格喪失日は21年４月１日であると認め

られる。 

  なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者記録から、

70円とすることが妥当である。 

   

２ 申立期間②について、オンライン記録によると、申立人は、昭和24年

９月19日にＥ株式会社本店において被保険者資格を喪失し、25年11月１

日に再度被保険者資格を取得しており、当該期間が被保険者期間となっ

ていないが、上記の10年勤続表彰状から、申立人が当該期間において、

Ｅ株式会社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、Ｅ株式会社本店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿は複

数冊存在するところ、申立人について、資格取得日が昭和 21 年５月 15

日、喪失日が 24 年９月 19 日と記載されている名簿(以下「Ａ名簿」と

いう。)、資格取得日が 23 年９月１日、喪失日の記載が無く、当該期間

後の月額変更が記載されている名簿(以下「Ｂ名簿」という。)、資格取

得日が 25 年 11 月１日、喪失日の記載が無く、26 年８月の月額変更が

記載されている２冊の名簿(以下「Ｃ名簿」及び「Ｄ名簿」という。)が

確認でき、申立人のオンライン記録は、Ａ名簿、Ｃ名簿及びＤ名簿に基

づいて入力されたものと考えられる。 

しかしながら、Ａ名簿とＢ名簿については、申立人を含め、複数の被

保険者の整理番号が同一であるにもかかわらず、その資格取得日が異な

っている上、Ｃ名簿とＤ名簿については、その記載内容がほぼ同一であ

るにもかかわらず、申立人を含め、複数の被保険者の整理番号が異なっ



                      

  

ているなど、相互の記載が一致していない。 

また、Ｂ名簿においては、申立期間②においても、申立人が被保険者

として記載されているところ、申立人と同様に、Ａ名簿、Ｃ名簿及びＤ

名簿によると、当該期間とほぼ一致する期間が欠落しているにもかかわ

らず、Ｂ名簿においては被保険者期間の欠落が無くオンライン記録にお

いても、被保険者期間が継続している者が確認できる。 

さらに、日本年金機構は、ＡからＤまでの健康保険厚生年金保険被保

険者名簿が作成された経緯や、相互の記載が相違する理由は不明である

と回答しており、これらの被保険者名簿において複数の説明のつかない

相違が確認できることから、社会保険事務所（当時）において当該期間

におけるＥ株式会社本店の被保険者記録の管理状況が適切であったとは

認め難い。 

これらを総合的に判断すると申立人は、申立期間②において厚生年金

保険被保険者であったことが認められる。 

  なお、申立期間②の標準報酬月額については、Ｅ株式会社本店に係る

申立人の昭和24年８月及び25年11月の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の記録から、8,000円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7122 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社(現在は、株式会

社Ｂ)における資格取得日に係る記録を昭和 41 年５月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額の記録を３万円にすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年５月１日から同年６月１日まで 

   私は昭和 38 年４月１日に株式会社Ｃに入社し、41 年５月１日にＡ株

式会社に移籍したが、同年５月１日から同年６月１日まで厚生年金保険

の加入記録に空白がある。申立期間について厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年５月１日に株式会社ＣからＡ株式会社に移籍した

と申し立てているところ、株式会社Ｃにおける申立人に係る事業所別被保

険者名簿から、申立人は、同年５月１日に被保険者資格を喪失し、Ａ株式

会社における申立人に係る事業所別被保険者名簿から、同年６月１日に被

保険者資格を取得していることが確認できる。 

   しかしながら、株式会社Ｃ及びＡ株式会社は、申立人の異動日について

は不明と回答しているものの、Ａ株式会社が加入するＤ組合の組合員資格

及び雇用保険の加入記録から、申立人は、昭和 41 年５月１日に株式会社

ＣからＡ株式会社に異動し、申立期間に同社に勤務していたことが認めら

れる。 

   また、Ａ株式会社において、昭和 41 年６月１日に厚生年金保険の被保

険者資格を取得した 43 人のうち、35 人が株式会社Ｃにおいて同年６月１

日に被保険者資格を喪失していることが確認できる。 



                      

  

   さらに、上記 43 人のうち、申立人を含む５人が株式会社Ｃにおいて昭

和 41 年５月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失していることが確

認できるところ、申立人を除く４人のうち連絡がとれた二人は申立人と一

緒に働いたとしており、うち一人は、「株式会社ＣからＡ株式会社に移籍

したが勤務は継続していた。会社から同条件で移籍すると説明された。」

と供述し、他の一人は、「昭和 41 年５月はＡ株式会社で働き、同年５月

分の給与は同社から支払われた。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る事業所別被保険者名簿の昭和 41 年６月の記録から、３万円とすること

が妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7123 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①から⑤までの標準賞与額の記録については、申立期

間①は 30 万 6,000 円、申立期間②は５万 2,000 円、申立期間③は 24 万

3,000 円、申立期間④は 33 万 5,000 円、申立期間⑤は 35 万 7,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 15 日 

② 平成 19 年３月 31 日 

③ 平成 19 年６月 30 日 

④ 平成 19 年 12 月 15 日 

⑤ 平成 20 年７月 30 日 

   年金記録を確認したところ、Ａ事業所から支給された賞与５回分の記

録が無いことが分かった。給与明細書は無いが厚生年金保険料が控除さ

れていたので申立期間の厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①から⑤までについては、事業所から提出された賃金台帳によ

り、申立人は、申立期間①から⑤までにおいて、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間①から⑤までに係る標準賞与額については、上記



                      

  

の賃金台帳において確認できる保険料控除額から、申立期間①は 30 万

6,000 円、申立期間②は５万 2,000 円、申立期間③は 24 万 3,000 円、申

立期間④は 33 万 5,000 円、申立期間⑤は 35 万 7,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は賞与支払届の提出を行っていないことを認めていること

から、事業主は、申立人の申立期間①から⑤までに係る賞与額を社会保険

事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は申立人に

係る当該申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7124 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①から⑤までの標準賞与額の記録については、申立期

間①は 24 万 6,000 円、申立期間②は４万 2,000 円、申立期間③は 19 万

6,000 円、申立期間④は 25 万 6,000 円、申立期間⑤は 28 万 9,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 15 日 

             ② 平成 19 年３月 31 日 

             ③ 平成 19 年６月 30 日 

             ④ 平成 19 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 20 年７月 30 日 

    年金記録を確認したところ、Ａ事業所から支給された賞与５回分の記

録が無いことが分かった。給与明細書は無いが厚生年金保険料が控除さ

れていたので申立期間の厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①から⑤までについては、事業所から提出された賃金台帳によ

り、申立人は、申立期間①から⑤までにおいて、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間①から⑤までに係る標準賞与額については、上記



                      

  

の賃金台帳において確認できる保険料控除額から、申立期間①は 24 万

6,000 円、申立期間②は４万 2,000 円、申立期間③は 19 万 6,000 円、申

立期間④は 25 万 6,000 円、申立期間⑤は 28 万 9,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は賞与支払届の提出を行っていないことを認めていること

から、事業主は、申立人の申立期間①から⑤までに係る賞与額を社会保険

事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は申立人に

係る当該申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案7125 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）Ｃ工場における資格喪失日

に係る記録を昭和43年４月12日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の記録

を４万2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年１月８日から同年４月12日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ株

式会社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いことが判明し

た。申立期間に工場間の異動はあったが、厚生年金保険料は控除されて

いたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び同僚の給与明細書により、申立人は、Ａ株式会

社に継続して勤務し（昭和43年４月12日に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが推認できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ工場

における昭和42年12月の事業所別被保険者名簿の記録から、４万2,000円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7126 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額の記録については、申立期

間①は 36 万 3,000 円、申立期間②は 43 万 1,000 円に訂正することが必要

である。 

 なお、事業主が申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 12 日 

             ② 平成 15 年 12 月６日 

    年金記録を確認したところ、申立期間に株式会社Ａ（勤務先は株式会

社Ｂ）において支払われた申立期間の賞与の記録が欠落していること

が分かった。調査の上、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業所の経理総務担当者が保管していた、平成 15 年夏期及び同年冬期

手当支給一覧表及び申立人提出の同年冬期賞与支給明細書（以下「一覧表

及び明細書」という。）の記載内容から、申立期間①及び②において申立

人に賞与が支給されていたものと認められる。 

また、ⅰ）事業所の経理総務担当者は申立人の申立期間に係る賞与から

厚生年金保険料を控除していたとしていること、ⅱ）申立人提出の平成

15 年冬期賞与支給明細書において、支給された賞与額に見合う厚生年金

保険料が控除されていることが確認できることから、申立人は、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

したがって、申立期間①及び②の標準賞与額については、一覧表及び明

細書において確認できる賞与額の記録から、申立期間①は 36 万 3,000 円、

申立期間②は 43 万 1,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務



                      

  

の履行については、事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ている上、当時の事業主は療養中につき確認することができないほか、確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7128 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 48 年４月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を５万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月 25 日から同年４月１日まで 

    昭和 46 年４月１日から 48 年３月 31 日までＡ株式会社に勤務した後、

人事異動により、翌日の同年４月１日から 50 年 10 月 20 日までＣ株式

会社に継続して勤務し、この間、給与から厚生年金保険料を控除されて

いたが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いので、申立期間を

被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主、事業所の元経理担当者及び複数の同僚の供述から、申立人がＡ

株式会社及びＣ株式会社に継続して勤務し（昭和 48 年４月１日にＡ株式

会社からＣ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 48 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、５万

6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



                      

  

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7130 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る標

準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成 11 年５月から同年９

月までは 30 万円、同年 10 月から 12 年６月までは 32 万円、同年７月は

50 万円に訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年５月 17 日から 12 年８月 24 日まで 

    厚生労働省の記録によると、Ａ株式会社に勤務した期間の標準報酬月

額が 15 万円となっているが、実際に支払われた給与額と相違している

ので申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、

申立人が主張する平成 11 年５月から同年９月までは 30 万円、同年 10 月

から 12 年６月までは 32 万円、同年７月は 50 万円と記録されていたとこ

ろ、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった 14 年３

月 16 日の後の 16 年２月５日付けで、遡って 15 万円に引き下げられてお

り、申立人のほか 64 人の同僚についても同様に標準報酬月額が遡及して

引き下げられていることが確認できる。 

また、Ａ株式会社に係る法人登記簿謄本によると、同社は平成 14 年４

月＊日に破産宣告（17 年９月＊日に破産宣告終結）が行われているところ、

同僚から提出された同社の破産管財人からの 15 年 12 月＊日付けの通知書

から、同社は社会保険料を滞納していたことが認められる。 

さらに、上記通知書から、Ａ株式会社の破産管財人が同社の元従業員に

対し、標準報酬月額を遡及して引き下げる旨を通知していることが確認で

きることから、申立人が当該減額処理に関与していたとは考え難い。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、平成 16 年２月５日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について 11 年５月 17

日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認め

られないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認め

られず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は事業主が社会保険事務所

に当初届け出た、11 年５月から同年９月までは 30 万円、同年 10 月から

12 年６月までは 32 万円、同年７月は 50 万円に訂正することが必要と認め

られる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7131 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、株式会社Ａにおける標準賞与額に係る記録を平成 16 年８月２日は 35

万円、同年 12 月 27 日及び 17 年７月 28 日は 37 万 1,000 円、同年 12 月

22 日及び 18 年７月 28 日は 39 万円、同年 12 月 28 日は 44 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年８月２日 

② 平成 16 年 12 月 27 日 

③ 平成 17 年７月 28 日 

④ 平成 17 年 12 月 22 日 

⑤ 平成 18 年７月 28 日 

⑥ 平成 18 年 12 月 28 日 

株式会社Ａに勤務した期間において、平成 16 年夏期及び冬期、17 年

夏期及び冬期並びに 18 年夏期及び冬期の賞与を受けていたが、申立期

間の標準賞与額が厚生年金保険の被保険者記録から欠落しているので、

調査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 18 年冬期賞与の賞与支払明細書、平成 16 年、

17 年及び 18 年に係る市民税・県民税課税証明書、同僚の賞与支払明細書

及び源泉徴収票から判断すると、申立人は、申立期間①から⑥までにおい

て、株式会社Ａから賞与が支給され、厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律



                      

  

に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①から⑥までの標準賞与額については、賞与支払

明細書及び平成 16 年、17 年及び 18 年に係る市民税・県民税課税証明書

により推認される保険料控除額から、平成 16 年８月２日は 35 万円、同年

12 月 27 日及び 17 年７月 28 日は 37 万 1,000 円、同年 12 月 22 日及び 18

年７月 28 日は 39 万円、同年 12 月 28 日は 44 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主からは回答を得ることができず、このほかにこれを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7132 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②のうち、平成６年 11 月１日から８年 10 月１日まで

の期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

（当時）に当初届け出た 22 万円であったと認められることから、申立人

の当該期間の標準報酬月額に係る記録を 22 万円に訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年７月 31 日から６年 11 月１日まで 

② 平成６年 11 月１日から９年２月１日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた平成５年７月 31 日から６年 11 月１日まで

の期間及びＢ株式会社に勤務していた同年 11 月１日から９年２月１日

までの期間の標準報酬月額が、当時もらっていた給与と比較して低額と

なっているので、調査の上記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②のうち、平成６年 11 月１日から８年 10 月１日までの期間

については、オンライン記録において、申立人のＢ株式会社における厚

生年金保険の標準報酬月額は、当初 22 万円と記録されていたが、同年

１月５日付けで７年 10 月１日の定時決定を取り消し同年９月１日まで

遡って９万 8,000 円に訂正された上、８年３月７日付けで、資格取得日

（平成６年 11 月１日）まで遡って９万 8,000 円に訂正されていること

が確認できる。 

また、Ｂ株式会社では、申立人のほかにも標準報酬月額が遡って減額

訂正されている者が３人確認できる。 

さらに、Ｂ株式会社に係る厚生保険特別会計債権消滅不納欠損決議書

により同社の厚生年金保険料について、平成 10 年 12 月 22 日付けで不

納欠損として処分されていることが確認できることから、同社において



                      

  

厚生年金保険料の滞納があったものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該訂正処

理を遡及して行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録

訂正があったとは認められず、平成８年１月５日付け及び同年３月７日

付けで行われた遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の申立

期間②のうち、６年 11 月１日から８年 10 月１日までの期間に係る標準

報酬月額は事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、22 万円に

訂正することが必要と認められる。 

一方、上記遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成８年

10 月１日）において、標準報酬月額が９万 8,000 円と記録されている

ところ、当該処理については遡及訂正処理との直接的な関係をうかがわ

せる事情が見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言

えない。 

また、法人登記簿謄本で確認できる二人の代表取締役は、当時の資料

も無く申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除額について不明

と供述している。 

さらに、雇用保険の被保険者台帳全記録照会において確認できるＣ銀

行Ｄ支店に当該期間当時の取引履歴について及びＥ区に税務関係資料に

ついて照会をしたが、いずれも保存年限を経過しているとしており、申

立人の当該期間における報酬月額及び厚生年金保険料の控除額について

確認できなかった。 

加えて、当時の同僚のうち所在の確認できた複数の者に照会したが、

申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除をうかが

わせる供述及び資料を得ることができない上、Ｂ株式会社の親会社であ

る株式会社Ｆの事業主に照会したが、回答を得ることができなかった。 

このほか、申立人が事業主により給与から申立人の主張する標準報酬

月額に相応する厚生年金保険料を控除されたことが確認できる関連資料

や周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②のうち、平成８年 10 月１日から９年２月１日まで

についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

２ 申立期間①については、Ａ株式会社において申立人の厚生年金保険被

保険者資格取得日（平成５年７月 31 日）において、標準報酬月額が 22

万円と記録されているところ、当該処理については遡及訂正処理との直



                      

  

接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の処理が

不合理であったとは言えない。 

また、雇用保険の被保険者記録では、申立人が平成５年７月 21 日に

Ａ株式会社で資格を取得したことが確認できるが、賃金については 21

万 5,000 円の記録となっており、これは申立人のオンライン記録上の標

準報酬月額の記録（22 万円）に見合う額となっている。 

さらに、事業主は、当時の資料も無く申立人の当該期間に係る厚生年

金保険料の控除額について不明と供述している。 

加えて、Ｃ銀行Ｄ支店、Ｅ区、株式会社Ｆの事業主及び複数の同僚に

照会したが、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の

控除をうかがわせる供述及び資料を得ることはできなかった。 

このほか、申立人が事業主により給与から申立人の主張する標準報酬

月額に見合う厚生年金保険料を控除されたことが確認できる関連資料や

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7133 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る厚

生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと

認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を平成 11 年２

月から 12 年９月までは 19 万円、同年 10 月から 13 年１月までは 17 万円

に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年２月１日から 13 年２月１日まで 

    年金事務所からの連絡により、有限会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に

勤務していた申立期間の標準報酬月額については、当初の記録から、９

万 8,000 円に引き下げられていることを知った。正しい記録に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る有限会社Ａにおける

厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成 11 年２月から 12 年９月まで

は 19 万円、同年 10 月から 13 年１月までは 17 万円と記録されていたとこ

ろ、12 年３月 13 日付けで、同年１月から同年９月までの標準報酬月額を

19 万円から 17 万円に遡って訂正された上、当該事業所が厚生年金保険の

適用事業所でなくなった 13 年２月１日の後の同年２月 19 日付けで、11

年２月から 13 年１月までの標準報酬月額を遡って９万 8,000 円に訂正さ

れており、複数の役員及び従業員についても、申立人と同様に引き下げら

れていることが確認できる。 

また、当該事業所の事業主は、「当時、社会保険料の滞納が 3,000 万円

くらいあり、社会保険事務所からの指導を受け遡及訂正に同意した。」と

供述している。 

さらに、事業主及び複数の同僚は、申立人は、当該事業所においてＣ業

務を担当する一般の従業員であり、社会保険業務には関わっていなかった



                      

  

旨の供述をしており、商業登記簿謄本においても、当該事業所の役員では

なかったことが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、平成 12 年３月 13 日付け及び 13 年２月

19 日付けで行われた上記の遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難

く、有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期

間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 11 年

２月から 12 年９月までは 19 万円、同年 10 月から 13 年１月までは 17 万

円に訂正することが必要である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7134 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とな

らない記録とされているが、申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の標準賞与額

に係る記録を、申立期間①は 36 万 6,000 円、申立期間②は 37 万 9,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年 12 月 21 日 

② 平成 20 年 12 月 22 日 

申立期間の年金記録が無いが、共に賞与が支給されているので、調査

して、記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②の標準賞与額の相違について申し立ててい

るが、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

株式会社Ａ提出の賃金台帳から、申立期間①及び②において、申立人に

392,900 円の賞与が支給され、申立期間①は標準賞与額 36 万 6,000 円、

申立期間②は標準賞与額 37 万 9,000 円に相当する保険料が控除されてい

ることが確認できる。 



                      

  

したがって、申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、

申立期間①は 36 万 6,000 円、申立期間②は 37 万 9,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

訂正の届出を行っていること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料につい

て納付していないことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は

申立人の当該期間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立期間①及び②に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7139 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成９年９月１日から同年 11 月 17 日までの期間につ

いて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、15

万円であると認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年８月１日から同年 11 月 17 日まで 

国（厚生労働省）の記録によると、株式会社Ａにおける標準報酬月額

が平成９年８月１日付けで 15 万円、同年９月１日付けで９万 8,000 円

に変更されているが、同社で厚生年金保険に加入していた全ての期間に

おいて給与の手取額は変わらなかった記憶があるので、当該変更は納得

がいかない。申立期間の標準報酬月額を 20 万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち平成９年９月１日から同年 11 月 17 日までの期間につい

て、オンライン記録によると、申立人の当該期間の標準報酬月額は、当初、

15 万円と記録されていたところ、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業

所ではなくなった同年 11 月 17 日より後の同年 11 月 18 日付けで、遡って

９万 8,000 円に減額訂正する処理が社会保険事務所において行われており、

同日（平成９年 11 月 18 日）に、複数の同僚の標準報酬月額についても、

資格取得時に遡って減額訂正する処理が行われていることが確認できる。 

なお、株式会社Ａにおける同僚の一人は、同社の給与計算及び社会保険

の事務手続は常務取締役が行っていた旨の回答をしており、申立人が上記

の標準報酬月額の遡及訂正に関与していた形跡はうかがえない。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、これらの遡及

訂正を行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があ

ったとは認められないことから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、15 万円に訂正すること



                      

  

が必要と認められる。 

一方、申立期間について、申立人は、標準報酬月額 20 万円に基づく厚

生年金保険料が給与から控除されていたと主張しているが、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額は、平成９年８月 27 日付けで 20 万円から 15 万

円に変更され、それ以外に変更されていないことがオンライン記録から確

認できるところ、当該変更に係る届出は、適正な時期に事業主から社会保

険事務所に行われており、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言

えない。 

また、株式会社Ａの代表取締役及び給与計算・社会保険の事務手続を行

っていたとされる常務取締役に照会したが回答を得られない上、同社にお

ける同僚５人に照会を行い、うち二人から回答を得たが、申立人に係る申

立期間の報酬月額及び厚生年金保険料の控除について確認することができ

なかった。 

さらに、申立期間において、申立人の給与から標準報酬月額 20 万円に

基づく厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる資料（給与明細

書、源泉徴収票等）は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料が事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7141 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資

格喪失日の記録を昭和 43 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

の記録を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月 31 日から同年６月１日まで 

私はＡ株式会社に申立期間の前後を含めて継続して勤務していたが、

申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。当該期間について厚生年

金保険の被保険者であったものとして認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の加入記録及び事業主の回答から、申立人は、Ａ

株式会社に継続して勤務し（昭和 43 年６月１日に同社Ｂ工場から同社Ｃ

事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ工場

における昭和 43 年４月の健康保険厚生年金保険被保険者原票から、６万

円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は厚生年金保険料を納付したかについては不明としている

が、事業主が資格喪失日を昭和 43 年６月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難い

上、申立人と同日に異動した者のうち記録が確認できる者 20 数名の資格



                      

  

喪失日も同年５月 31 日となっていることから、事業主が同年５月 31 日を

資格喪失日として届出を行い、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納入されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7142 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を１万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年９月１日から同年 10 月１日まで 

私は昭和 40 年４月にＡ株式会社に就職した。その後、一時的に関連

会社のＣ株式会社に転籍し、数年後、再びＡ株式会社に戻った。同社か

らＣ株式会社へ転籍した際の記録が欠落しているが、その間、休職など

せずに継続して勤務しており、申立期間の厚生年金保険料も控除されて

いたはずなので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の供述から、申立人は、Ａ株式会社

及びその関連会社であるＣ株式会社に継続して勤務し（昭和 40 年 10 月１

日にＡ株式会社からＣ株式会社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年８月の事業所別被保険者名簿の記録から、１万 6,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、

申立人と同時期にＡ株式会社からＣ株式会社に異動した同僚数 10 人に同

様な被保険者期間の欠落が見られることから、事業主の届出誤りが推測さ

れ、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る昭和 40 年９月



                      

  

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7143 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を１万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年９月１日から同年 10 月１日まで 

私は昭和 40 年４月にＡ株式会社に就職し、Ｃ所に配属された。その

後、社名が変更され、Ｄ株式会社となった。その間、継続して勤務して

いたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の記録が無いので、調査

の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人は、Ａ株式会社及びその関連会社であ

るＤ株式会社に継続して勤務し（昭和 40 年 10 月１日にＡ株式会社からＤ

株式会社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年８月の事業所別被保険者名簿の記録から、１万 6,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、

申立人と同時期にＡ株式会社からＤ株式会社に異動した同僚数 10 人に同

様な被保険者期間の欠落が見られることから、事業主の届出誤りが推測さ

れ、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る昭和 40 年９月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告



                      

  

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7144 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を２万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年９月１日から同年 10 月１日まで 

私は昭和 36 年からＡ株式会社のＣ所に勤務していた。40 年９月頃、

Ｃ所がＤ株式会社と法人化され、移籍したが、その期間１か月分の厚生

年金保険の記録が欠落している。その間、継続して勤務しており、申立

期間の厚生年金保険料も控除されていたはずなので、調査の上、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人は、Ａ株式会社及びその関連会社であ

るＤ株式会社に継続して勤務し（昭和 40 年 10 月１日にＡ株式会社からＤ

株式会社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年８月の事業所別被保険者名簿の記録から、２万 4,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、

申立人と同時期にＡ株式会社からＤ株式会社に異動した同僚数 10 人に同

様な被保険者期間の欠落が見られることから、事業主の届出誤りが推測さ

れ、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る昭和 40 年９月



                      

  

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7145 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を２万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年９月１日から同年 10 月１日まで 

私は昭和 39 年４月からＣにあるＤ会社においてＥ職として勤務した。

40 年９月頃、Ｆ所がＧ株式会社となった時の１か月間の厚生年金保険

の記録が無いのはおかしいので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の供述から、申立人は、Ａ株式会社

及びその関連会社であるＧ株式会社に継続して勤務し（昭和 40 年 10 月１

日にＡ株式会社からＧ株式会社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年８月の事業所別被保険者名簿の記録から、２万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、

申立人と同時期にＡ株式会社からＧ株式会社に異動した同僚数 10 人に同

様な被保険者期間の欠落が見られることから、事業主の届出誤りが推測さ

れ、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る昭和 40 年９月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保



                      

  

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7146 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を１万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年９月１日から同年 10 月１日まで 

私は、昭和 40 年４月にＡ株式会社に入社してから、50 年８月１日に

同社を退職するまで、継続して勤務していた。会社が分社化したことに

より、申立期間中に事業所が変わったものの、同じ場所で同じＣ職の仕

事をしていた。申立期間も給与から厚生年金保険料も控除されていたと

思うので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人は、Ａ株式会社及びその関連会社であ

るＤ株式会社に継続して勤務し（昭和 40 年 10 月１日にＡ株式会社からＤ

株式会社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主より給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年８月の事業所別被保険者名簿の記録から、１万 6,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、

申立人と同時期にＡ株式会社からＤ株式会社に異動した同僚数 10 人に同

様な被保険者期間の欠落が見られることから、事業主の届出誤りが推測さ

れ、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る昭和 40 年９月



                      

  

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおける資格取得

日に係る記録を昭和 62 年１月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の

記録を 44 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年１月 31 日から同年２月１日まで 

    私は、Ｂ株式会社（現在は、株式会社Ｃ）に昭和 56 年から勤務し、

62 年に社長の弟が、同一社屋の中に有限会社Ａを設立し異動になった。

１日の空白も無く継続して勤務しているのに、厚生年金保険の記録に１

か月の欠落があることに納得できない。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び有限会社Ａの社会保険事務担当者の供述から、

申立人は、Ｂ株式会社及び同社のＤ部門が分社化した有限会社Ａに継続し

て勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人と同様に異動した同僚から提出された、

昭和 61 年 11 月分給料支払明細書に有限会社Ａの記載があること及び雇用

保険の加入記録から、62 年１月 31 日とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によると、有限会社Ａは、昭和 62 年２月１日付

け（記録訂正後の現在は、昭和 62 年１月 31 日。）で厚生年金保険の適用

事業所となっており、申立期間は適用事業所となっていないことが確認で



                      

  

きるところ、商業登記簿謄本で、同社は 61 年 10 月＊日に設立しているこ

とが確認でき、５人以上の従業員が継続して勤務していたことが推認でき

ることから、申立期間において当時の厚生年金保険法に定める適用事業所

の要件を満たしていたものと判断される。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の有限会社Ａにおけ

る昭和 62 年２月のオンライン記録から、44 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、有限会社Ａは、申立期間において適用事業所

の要件を満たしていながら社会保険事務所（当時）に適用の届出を行って

いなかったと認められることから、事業主は、申立期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 5028（事案 4679 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から５年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成３年４月から５年 11 月まで 

年金記録確認第三者委員会へ申立てを行ったところ、オンラインの氏

名検索等により調査したが別の国民年金手帳記号番号は無く、申立期間

は国民年金保険料を遡って納付することができない期間であるとの回答

を受け取ったが、事実 20 万円近くのお金を振り込んでいる。最初に５

万円まとめて払い、次に女性職員から電話が来て払い込むように言われ、

送られてきた振込用紙で 20 万円をまとめて振り込んでいる。この事実

に変わりはない。お金を振り込んだ日に住所変更の手続を行っているが、

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと

推認される時点（平成７年 11 月頃）からすると、申立期間のうち平成３

年４月から５年９月までの期間は時効により保険料を納付することができ

ない期間であること、８年１月 22 日付けで５年 11 月の保険料が同年 12

月の保険料に充当されており、当該充当処理が行われる時点までは申立期

間は未納であったと考えられることなどから、既に当委員会の決定に基づ

く 24 年１月 18 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

今回、申立人は、保険料を納付したことを示す新たな関連資料等は無い

ものの、住所変更の手続を行った平成８年７月頃に、送られてきた振込用

紙で国民年金保険料 20 万円をまとめて振り込んだのは間違いないとして

再申立てを行っているが、当該振り込んだとする時点では、申立期間は、

時効により保険料を納付することができない期間である上、申立人のオン



 

  

ライン記録では、同時期に 20 万円を納付した形跡は見られない。 

なお、申立人は、国民年金保険料 20 万円を郵便局の機械（ＡＴＭ）で

振り込んだとしているところ、振り込んだとする平成８年当時は、国民年

金保険料の納付は納付書による窓口での取扱いのみとなっており、機械

（ＡＴＭ）での国民年金保険料の納付が可能となったのは 16 年４月から

であり、申立人の申述は当時の取扱いと符合しない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 5030 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 11 年 12 月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年 12 月 

平成 11 年８月にＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）を退職し、同年

９月に結婚した。夫の社会保険の扶養に入ろうと思っていたが、被扶養

者として認めてもらえなかったので、自分で国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付した。Ｃ株式会社に入社する 12 年１月頃までは

国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、入社直前の１か月分だ

け未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 11 年８月にＡ株式会社を退職した後国民年金の加入手

続を行い、12 年１月頃にＣ株式会社に再就職するまでの間について国民

年金保険料を納付したにもかかわらず、再就職する直前の１か月分だけ未

納としたはずはないとしているが、保険料の納付場所及び納付方法に関す

る記憶が明確でなく、保険料の納付状況が不明である。 

また、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管理

業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学式

文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、平

成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記録

漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 5031 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年２月から同年６月までの付加保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年２月から同年６月まで 

私は、20 歳の誕生日に父から国民年金加入は国民の義務だと言われ

たため、当時、学生であったがＡ市Ｂ区役所に行き、国民年金に加入し、

付加年金の手続も一緒に行った。その際、保険料は年払で納付すると安

くなると聞いたので、年払いをしたいと区役所に伝えたが、２月からは

一括で納付することはできないと言われたので、昭和 52 年２月及び同

年３月の保険料（付加保険料を含む。）を時期は不明だが、年度内に納

付し、同年４月から同年６月までの定額及び付加保険料は、月払と年払

の納付書が送られてきたため、４月中に年払の納付書により近所のＣ郵

便局で１年分の保険料を一括で納付した。申立期間の付加保険料が未納

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、20 歳の誕生日に自身でＡ市Ｂ区役所に

行き、国民年金の加入及び付加年金の手続を行い、昭和 52 年２月及び同

年３月の国民年金保険料（付加保険料を含む。）については時期は不明だ

が、年度内に納付し、同年４月分から１年間の定額及び付加保険料は、月

払と年払の納付書が送られてきたため、４月中に年払の納付書により近所

のＣ郵便局で納付したとしている。しかしながら、申立人の国民年金手帳

記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、52 年７

月頃に払い出されたと推認されるところ、付加保険料は、制度上、遡って

納付することはできないことから、その時点では、申立期間の国民年金保

険料と一緒に納付することはできない期間である。 

また、Ａ市Ｂ区の収滞納リスト及び日本年金機構の記録では、申立人の



 

  

主張のとおり１年間の保険料が一括で納付した記録になっているところ、

当該期間は、申立期間と異なる 52 年７月から 53 年６月までの１年間であ

る上、付加保険料及び定額保険料が一括で納付されていることが確認でき

る。一方、申立期間のうち 52 年２月及び同年３月は、日本年金機構の記

録に「52.7.28」と記載され、また、52 年４月から同年６月まではＡ市Ｂ

区の収滞納リストにおいて同日に納付されたという記録があることから、

定額保険料が納付されたと推認され、前述のとおり、申立人の国民年金手

帳記号番号が払い出されたと推認される 52 年７月時点では、申立期間は

付加保険料を納付できない。 

さらに、申立人が申立期間の付加保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに付加保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 5032（事案 4683 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年 12 月から 63 年３月までの期間及び平成 23 年５月か

ら 24 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

   また、申立人の平成９年６月から同年９月までの期間、10 年４月から

12 年１月までの期間、同年４月から同年 10 月までの期間及び 13 年４月

から 17 年２月までの期間の国民年金保険料については、免除されていた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年 12 月から 63 年３月まで 

             ② 平成９年６月から同年９月まで 

             ③ 平成 10 年４月から 12 年１月まで 

             ④ 平成 12 年４月から同年 10 月まで 

             ⑤ 平成 13 年４月から 17 年２月まで 

             ⑥ 平成 23 年５月から 24 年３月まで 

申立期間①については、昭和 52 年１月に元夫と結婚した頃から国民

年金に加入し、夫婦の分の保険料をＡ銀行（現在は、Ｂ銀行）等で納付

し、申立期間⑥については、Ｃ年金事務所又はＤ年金事務所で国民年金

第３号被保険者からの切替手続を行い、保険料を納付していた。 

申立期間①及び⑥の保険料が未納となっていることに納得できない。 

また、申立期間②、③、④及び⑤については、平成９年６月に元夫と

離婚した後に、Ｅ市役所（現在は、Ｆ市Ｇ区役所）で申請免除手続を行

い、以後、自宅に来てくれた職員に免除手続を依頼したり、郵送でも申

請免除手続をしていたはずである。 

申立期間②、③、④及び⑤の保険料が免除となっていないことに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   １ 申立期間①の申立てについては、申立人は、昭和 52 年１月にその元

夫と結婚した頃から国民年金に加入して保険料を納付しており、申立期



 

  

間②、③、④及び⑤に係る申立てについては、平成９年６月にその元夫

と離婚した後は申請免除手続をしていたはずであるとしているが、申立

人の国民年金の加入手続、保険料納付及び申請免除手続に関する記憶が

明確でなくこれらの状況が不明である上、当委員会においてオンライン

の氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡も見当たらないなどとして、既に当委員会の決定に基

づく 24 年２月１日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

       今回の申立てにおいて、申立人は、委員会の判断の理由に納得できな

いとして申し立てているが、申立期間①については、これまでに収集し

た資料等を含めて改めて調査したが、申立人は、今回国民年金保険料の

納付書が送付された記憶も無いと述べるなど、申立人から保険料納付を

裏付ける具体的な証言は得られなかった上、申立期間は 136 か月と長期

間であり、このように長期間にわたり行政側の記録管理に不備があると

は考え難い等、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、申立人は、申立期間①の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 

申立期間②、③、④及び⑤については、当委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情は見当たらないことから、申立期間②、③、④及び⑤

の国民年金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 

 

２ 申立期間⑥については、申立人は、年金事務所で国民年金第３号被保

険者からの切替手続を行い、その後、保険料を納付していたと申し立て

ているが、申立人は、切替手続及び保険料納付に関する記憶が明確でな

く、これらの状況が不明である上、平成 23 年５月から 24 年３月までと

最近の期間について領収書等が無いのは不自然であり、申立人が当該期

間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

なお、平成 14 年４月に保険料収納事務が国に一元化されたことに伴

い、磁気テープに基づく納付書の作成・発行、収納機関からの納付通知

の電子的実施等、事務処理の機械化が進められており、14 年以降は記

録漏れや記録誤り等の生じる可能性が極めて低くなっていると考えられ

る。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間⑥の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 5033（事案 3125 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年 12 月から 51 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年 12 月から 51 年３月まで 

私は、国民年金に 20 歳ぐらいから加入していたが、保険料は納付し

ていなかった。Ａ市（現在は、Ｂ市）のＣ町で父の手伝いをしていた昭

和 52 年頃、母から、「保険料を払っていなくてはいけない。」と言わ

れたため、申立期間の保険料を父から出してもらいＡ市役所（現在は、

Ｂ市Ｄ区役所）の窓口で一括現金で納付した。何十年も前のことで、納

付した金額ははっきりしないが、申立期間の保険料が未納となっている

ことに納得できない。 

今回、紛失していた年金手帳が見つかったので、再度、調査の上、記

録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人から当時の納付手続等について具体的な申

述を得ることができない上、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出され

たと推認される昭和 52 年４月時点では、申立期間の大部分は時効により

保険料を納付することができない期間であり、申立人に別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡も見当たらないなどとして、既に当委員会の

決定に基づく平成 22 年５月 11 日付け年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

今回の申立てにおいて、申立人は、当初の申立ての際に紛失していたと

する「国民年金手帳」を新たな証拠として提出している。 

しかしながら、その国民年金手帳に記載されている申立人の手帳記号番

号（＊）は、当初の申立てにおいて確認できた国民年金手帳記号番号と同

一であり、この手帳記号番号については、既に昭和 52 年４月に払い出さ



 

  

れたと推認していることから、これは委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情とは認められない上、再度、申立人から当時の納付状況等につい

て聴取したものの、具体的な申述を得ることができず、これまで収集した

資料等を含めて再度検討したが、当委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納

付していたものと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 5034 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年９月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年９月から同年 12 月まで 

    私は親に勧められて国民年金に加入し、申立期間の保険料はＡ市から

郵送された納付書により金融機関で納付したはずであり、申立期間が未

加入となっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、申立人は、Ａ市から郵送された納付書により金融

機関で保険料を納付したとしているが、申立人の保険料納付に関する記憶

が明確ではなく、その状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 56 年３月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間で

ある上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が所持する年金手帳、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び

オンライン記録によると、申立人が国民年金の資格を取得したのは、昭和

55 年１月１日と記録されており、申立期間は制度上保険料納付ができな

い未加入期間であったと考えられる上、申立人が申立期間の国民年金保険

料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 5035 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から 62 年３月まで 

    昭和 59 年 11 月に離婚が成立し、娘の親権も私に確定したため、60

年１月頃、Ａ市役所で国民年金の加入手続をし、59 年４月からの国民

年金保険料の免除申請を行った。その後も児童扶養手当とともに毎年申

請しなければならないと考えていたため、免除申請は忘れていないはず

だ。申立期間の保険料が未納となっていることに納得がいかない。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 60 年１月頃、Ａ市役所で国民年金の加入手続をし、

59 年４月からの国民年金保険料の免除申請を行った。その後も児童扶養

手当とともに毎年申請しなければならないと考えていたため、免除申請は

忘れていないはずだ。」と申述している。 

しかしながら、Ａ市の申立人の国民年金被保険者名簿では、申立期間の

前後の年度は「申免」のスタンプが押印されているが、昭和 61 年度の欄

には当該押印は無く、また、同名簿の同年度の「通知書発行済欄」には

「事￥85,200」と記載がされているところ、この金額は同年度の国民年金

保険料額と一致し、この記載について、Ａ市は「61 年度分の保険料納付

が同年度中に無かったため、62 年度になって当市役所の担当者がＢ社会

保険事務所（当時）に 61 年度分の納付書を申立人宛てに送るように依頼

したと推測される。」と回答していることから、申立人が 61 年度中に免

除申請を行っていたとは考え難い。 

さらに、申立人は、免除申請を行った時期について明確な記憶が無く、

オンライン記録では、申立期間前後の年度は申請日、対象期間、処理日が

記載されているが申立期間は記載が無い。 



 

  

加えて、申立期間の国民年金保険料の免除申請をしたことを示す関連資

料（免除決定通知書等）が無く、ほかに免除申請をしていたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 5036 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年４月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年４月から３年３月まで 

    平成２年４月１日にＡ事業所にＢ職として就職したため、住民登録を

Ｃ市からＤ市に移した。その際に、国民年金と国民健康保険の加入手続

をし、「国民年金については２年前まで遡及して納付できるが、どうし

ますか。」と市役所職員に聞かれたが、金額が大きかったので「現在分

から支払う。」と伝えた。申立期間の国民年金保険料が未納となってい

ることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成２年４月にＤ市役所に転居届を提出した際、国民年金と

国民健康保険の加入手続をしたとしているが、Ｄ市によれば、同市におけ

る申立人の国民健康保険の資格取得日は同年９月 17 日であり、加入届出

日は同年 12 月４日となっていることから、申立人の記憶する届出時期と

は齟齬
そ ご

がある。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号前後の被保険者の

資格取得時期から平成３年４月頃に払い出されたと推認され、オンライン

記録及びＤ市の国民年金被保険者データでは申立人の資格取得日は同年４

月１日となっていることから、申立期間は未加入期間であり、申立期間の

納付書は発行されなかったと考えられる上、当委員会において、オンライ

ンの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付して



 

  

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 5037 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年４月から平成元年７月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から平成元年７月まで 

昭和 58 年２月に会社を辞めて個人で事業を始め、同年 12 月に会社

（有限会社Ａ）を設立した。Ｂ市に住み 59 年４月に結婚した時に、市

役所から国民年金保険料の納付書が郵送されてきた。妻から年金の必要

性を言われ、以後、妻が夫婦二人分の保険料を納付してきた。その後、

会社として厚生年金保険の適用事業所となって厚生年金保険に加入した。

申立期間が未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、Ｂ市に住み昭和 59 年４月に結婚した時、

市役所から国民年金保険料の納付書が郵送され、以後、妻が夫婦二人分の

保険料を納付したとしているが、申立人の国民年金保険料の納付を行って

いたとするその妻は、｢Ｂ市で夫の国民年金の加入手続に行った記憶は無

い。手続に行った記憶は無いが、昭和 59 年４月から夫の国民年金保険料

の納付書が送られてきたので納付していた。｣と供述している上、申立人

は、全て妻に任せていたとしており、国民年金の加入手続及び保険料の納

付に直接関与していないことから、これらの状況が不明である。 

また、申立人の基礎年金番号は、厚生年金保険被保険者記号番号が付番

されており、申立期間は、国民年金の未加入期間であり、制度上、保険料

を納付することができない期間である上、当委員会においてオンラインの

氏名検索等により調査したが、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡は見当たらない。 

さらに、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料を納付した資料として、

有限会社Ａに係る昭和 63 年分給与支払報告書（個人別明細書）を提出し



 

  

ているが、当委員会において、同支払報告書に記載されている社会保険料

控除額を検証したところ、当該控除額は、Ｂ市における申立人世帯の 63

年度分国民健康保険料（夫婦二人分）と同年分国民年金保険料一人分の合

計額にほぼ一致しており、この年にはその妻は国民年金保険料が納付済み

となっていることから、この一人分の国民年金保険料はその妻の分であり、

申立人分の国民年金保険料は含まれていないと推認される。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 7121 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２  申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月１日から 41 年４月 14 日まで 

「年金記録に関する紙台帳等の調査結果」において、Ａ株式会社（現

在は、株式会社Ｂ。以下「事業所」という。）に勤務していた期間のう

ち、昭和 37 年 10 月から 38 年９月までの標準報酬月額の記録が間違っ

ていたとして、当初の１万円から１万 6,000 円に訂正された。しかし、

当時、昇給はあっても降給は無かったにもかかわらず、38 年 10 月から

39 年９月までの標準報酬月額がその前に比べて低下しているなど、国

の記録に不自然さがある。また、その他の期間についても、国の記録よ

り標準報酬月額はもっと高かったはずである。 

第三者委員会で調査の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の記録に納得がいかないと申し立て

ているが、申立人、事業主及び複数の同僚は、申立人が主張する標準報酬

月額に見合う厚生年金保険料の控除が確認できる給与明細書等関連資料は

「無い。」としている上、申立人を記憶している同僚も確認できないこと

から、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除額について確認する

ことができない。 

また、申立人は、事業所においてＣ部署に配属されていたとし、当該部

署の先輩二人の姓を記憶しているところ、当該姓に該当する同僚に照会し

たが、回答は得られなかった。（なお、同じ姓の同僚は複数確認できるた

め、申立人の記憶する先輩かどうかは特定できない。） 

さらに、申立人は、申立期間のうち、特に昭和 38 年 10 月から 39 年９



  

月までの標準報酬月額がその前に比べて低下しているのは不自然だと主張

しているため、事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立

人と同時期に資格を取得している同僚 14 人の標準報酬月額を確認したと

ころ、申立人と同様に 37 年 10 月に定時決定された標準報酬月額より当該

期間における標準報酬月額が低下している同僚が一人確認できるほか、申

立期間について申立人を含め、遡って標準報酬月額の訂正が行われた形跡

は認められない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7127 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年 12 月 24 日から 42 年７月１日まで 

            ② 昭和 43 年１月 31 日から 44 年１月 11 日まで 

    申立期間について、Ａ株式会社にＢ職として勤務したが、厚生年金保

険の被保険者記録が無いので、当該期間を被保険者期間として認めてほ

しい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、同僚の供述及び申立人が記憶している事業所、事

業所所在地及び勤務実態に係る申立内容から、期間の特定はできないもの

の、申立人が両申立期間の内の一時期においてＡ株式会社に勤務していた

ことがうかがえる。 

   しかしながら、Ａ株式会社は平成 12 年７月１日に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっている上、当時の事業主は、「事業所は解散し、関係資

料も保管されていないため、申立内容の全てに関して不明である。」と供

述していることから、申立人の両申立期間の勤務の実態及び厚生年金保険

料の給与からの控除について確認することができない。 

   また、両申立期間当時に被保険者記録がある６人の同僚に照会し、回答

のあった４人全員が申立人の両申立期間における厚生年金保険料の給与か

らの控除について「不明。」と回答している。 

   さらに、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿では、両申立期間にお

いて申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申

立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたことは考え難い。 

   加えて、申立人が、両申立期間当時の同僚として氏名を挙げた７人中、

４人については事業所別被保険者名簿において氏名を確認できない。 



  

このほか、申立人が両申立期間において、事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無く、

申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 7129 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年２月 29 日から同年３月１日まで 

    厚生労働省の記録によると、株式会社Ａ（現在は、Ｂ株式会社）にお

ける厚生年金保険の被保険者資格喪失日が昭和 51 年２月 29 日となって

いるが、同社には同日まで勤務しており、申立期間が空白となっている。

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を含めて株式会社Ａに継続して勤務し、厚生年金保

険に加入していたと申し立てている。 

しかしながら、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の離職日は昭

和 51 年２月 28 日であることが確認でき、これは申立人のオンライン記録

における厚生年金保険の加入記録と合致している。 

また、Ｂ株式会社は、申立人の申立期間に係る人事記録等の資料を保管

しておらず、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認することができない上、同社から提出された厚生年金保険

被保険者資格喪失確認通知書から、事業主は、申立人の被保険者資格喪失

日を昭和 51 年２月 29 日と届け出たことが確認できる。 

さらに、申立期間に株式会社Ａにおいて被保険者記録を有する同僚 10

人に照会したところ、５人から回答があったものの、申立人の申立期間に

おける勤務実態及び保険料控除の有無について具体的な供述を得ることが

できなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7135 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年１月１日から同年２月１日まで 

年金事務所の通知では、Ａ事業所に勤務した期間のうち、Ｂ工場から

Ｃ工場に移転したときの私の厚生年金保険の記録が無いが、この間も勤

務しているので、調査して記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び同僚の供述から、申立人が申立期間においてＡ事業

所に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、適用事業所名簿の記録によれば、Ａ事業所Ｂ工場は、昭

和 43 年１月１日に適用事業所ではなくなっており、同事業所Ｃ工場が新

たに適用事業所となったのは同年２月１日であることから、申立期間は両

事業所とも厚生年金保険の適用事業所とはなっていない。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人と同様に昭

和 43 年１月１日にＡ事業所Ｂ工場で被保険者資格を喪失し、同年２月１

日に同事業所Ｃ工場で被保険者資格を取得したことが確認できる同僚から

提出された給与明細書により、申立期間の厚生年金保険料は同年１月分給

与から控除されたものの、同年２月分給与において返金されていることが

確認できる上、給与事務を担当していた本社の経理責任者は、「工場の全

従業員について、同様の返金処理を行ったと思う。」と供述している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7136 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年４月 

    株式会社Ａで厚生年金保険に加入していた期間のうち、平成 15 年４

月に賞与を支給されたと思うが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が無

いので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 15 年４月に賞与を支給されたと思うとしているが、申

立人が申立期間当時、給与及び賞与が振り込まれていたとするＢ金庫から

提出された申立人に係る預金取引明細表によると、同年４月には株式会社

Ｃからの賞与の入金記録は無いが、同年３月 31 日に、同社からの賞与の

入金が確認できる。 

また、株式会社Ａでは、申立期間当時、申立人は、同社の関連会社の株

式会社Ｃに出向中であり、当該事業所に勤務する社員の賞与は３月支給で

あることから、平成 15 年４月に賞与は支給されなかったと思われるとし

ている。 

なお、標準賞与額を算定の上、年金給付額に反映させる総報酬制が導入

されたのは平成 15 年４月からであり、同年４月以後に支給された賞与は

年金額計算の基礎となるが、同年３月以前に支給された賞与は年金額計算

の基礎にならない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていた事実を確認できる賞与明細書等の資料は無く、厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間において、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7137 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年４月 

    株式会社Ａで厚生年金保険に加入していた期間のうち、平成 15 年４

月に賞与を支給されたと思うが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が無

いので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 15 年４月に賞与を支給されたと思うとしているが、申

立人が申立期間当時、給与及び賞与が振り込まれていたとする株式会社Ｂ

銀行Ｃ支店から提出された申立人に係る取引明細表によると、同年４月に

は株式会社Ｄからの賞与の入金記録は無いが、同年３月 31 日に、同社か

らの入金が確認できる。 

また、株式会社Ａでは、申立期間当時、申立人は、同社の関連会社の株

式会社Ｄに出向中であり、当該事業所に勤務する社員の賞与は３月支給で

あることから、平成 15 年４月に賞与は支給されなかったと思われるとし

ている。 

なお、標準賞与額を算定の上、年金給付額に反映させる総報酬制が導入

されたのは平成 15 年４月からであり、同年４月以後に支給された賞与は

年金額計算の基礎となるが、同年３月以前に支給された賞与は年金額計算

の基礎にならない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていた事実を確認できる賞与明細書等の資料は無く、厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間において、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7138 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年４月 

    株式会社Ａで厚生年金保険に加入していた期間のうち、平成 15 年４

月に賞与を支給されたと思うが、当該賞与に係る標準賞与額の記録が無

いので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 15 年４月に賞与を支給されたと思うとしているが、株

式会社Ａでは、申立期間当時、申立人は、同社の関連会社の株式会社Ｂに

出向中であり、当該事業所に勤務する社員の賞与は３月支給であることか

ら、同年４月に賞与は支給されなかったと思われるとしている。 

また、申立人が同じ店舗で一緒に仕事をしていたとしている同僚の賞与

が、平成 15 年３月 31 日に、株式会社Ｂから支給されていることが、当該

同僚の預金取引明細表において確認できることから、申立人についても、

同年３月に賞与が支給され、同年４月は支給されなかったと考えられる。 

なお、標準賞与額を算定の上、年金給付に反映させる総報酬制が導入さ

れたのは平成 15 年４月からであり、同年４月以後に支給された賞与は年

金額計算の基礎となるが、同年３月以前に支給された賞与は年金額計算の

基礎にならない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていた事実を確認できる賞与明細書等の資料は無く、厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間において、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7140 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月１日から 39 年４月１日まで 

    昭和 37 年４月１日から 39 年３月 31 日まで、Ａ株式会社及びその関

連会社のＢ株式会社に勤務したが、この間の厚生年金保険被保険者記録

が無い。この期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社及びその関連会社のＢ株式会社において昭和 37

年４月１日から 39 年３月 31 日までＣ職として勤務し、厚生年金保険料を

給与から控除されていたと主張しているところ、申立人が一緒に勤務して

いたと記憶する同僚及び当該同僚と同時期にＡ株式会社又はＢ株式会社に

おいて被保険者資格を取得している者のうち、連絡先の判明した 11 人に

問い合わせ、９人から回答を得たが、うち５人が申立人を知っていると供

述しているものの、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料

の給与からの控除について具体的な供述を得ることができなかった。 

また、Ａ株式会社及びＢ株式会社は既に解散し、当時の事業主も既に亡

くなっていることから、申立期間当時の両社間の関係及び両社と申立人の

雇用関係等について確認することができない。  

さらに、上述の同僚のうちの一人は、「入社（昭和 38 年２月）当初、

Ａ株式会社から厚生年金保険に加入していない旨の説明があったが、Ｂ株

式会社出向後の昭和 39 年６月に加入する旨の説明があり、翌月から加入

したと思う。」と供述しているところ、上述の申立人を知っていると供述

した同僚５人の被保険者資格取得日は、Ｂ株式会社に係る事業所別被保険

者名簿から、申立期間後の昭和 39 年７月１日であることが確認できる。 

加えて、Ａ株式会社及びＢ株式会社に係る事業所別保険被保険者名簿に



  

申立人の記録は見当たらず、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


